
監視設備（加入者交換機）施設保全費対投資額比率（一次係数） 0•04496 `

監視設備（中継交換機）施設保全費対投資額比率 0•04795 `

監視設備（市外線路）市外線路延長›当たり施設保全費 9¶954 円／›

監視設備（市内線路）市内線路延長›当たり施設保全費 1¶943 円／›

監視設備（伝送無線機械）施設保全費対投資額比率 0•02589 `

共通用建物施設保全費対投資額比率 0•02068 `

構築物施設保全費対投資額比率 0 `

機械及び装置施設保全費対投資額比率 0 `

車両施設保全費対投資額比率 0•03591 `

工具、器具及び備品施設保全費対投資額比率 0•003579 `

無形固定資産（交換機ソフトウェア）施設保全費対投資額比率 0 `

無形固定資産（その他の無形固定資産）施設保全費対投資額比
率

0 `

電柱１本当たり道路占用料 422 円／本

管路１›当たり道路占用料 49¶447 円／›

中口径管路１›当たり道路占用料 493¶283 円／›

とう道１›当たり道路占用料 998¶617 円／›

情報ボックス１›当たり道路占用料 5¶256 円／›

自治体管路１›当たり道路占用料 5¶256 円／›

電線共同溝１›当たり道路占用料 5¶256 円／›

き線点遠隔収容装置１台当たり道路占用料 63 円／台

主配線盤端末回線側比率 0•5 `

光ケーブル成端架端末回線側比率 0•5 `

機械設備撤去費用対投資額比率 0•001329 `

市外線路撤去費用対投資額比率 0•009416 `

市内線路撤去費用対投資額比率 0•002053 `

土木設備撤去費用対投資額比率 0•000924 `

可搬型発動発電機撤去費用対投資額比率 0•001329 `

建物撤去費用対投資額比率 0•001044 `

構築物撤去費用対投資額比率 0•001106 `

工具、器具及び備品撤去費用対投資額比率 0•0007583 `

試験研究費対直接費比率 0•03333 `

１回線当たり接続関連事務費 0 円／回線

１回線当たり専用型接続関連事務費 0 円／回線

１回線当たり専用回線管理運営費 4¶185 円／回線

管理共通費比率 0•1532 `

専用型速度換算係数 221 `

専用型52Ｍ収容回線数 672 回線

端末系交換回数比例比率 0•2106 `

中継系交換回数比例比率 0•3661 `

経済的耐用年数

交換機 25•7 年

局設置遠隔収容装置 21•8 年

局設置簡易遠隔収容装置 13•5 年

伝送装置 17•9 年

き線点遠隔収容装置 13•5 年

無線伝送装置 9 年

通信衛星設備 9 年

架空メタルケーブル 27 年

地下メタルケーブル 36•2 年

陸上架空光ケーブル 15•1 年

陸上地下光ケーブル 21•2 年

海底光ケーブル 26•5 年

電柱 21•2 年

管路 58•8 年

中口径管路 58•8 年

機械及び装置撤去費用対投資額比率 0•000868 `

車両撤去費用対投資額比率 0 `
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